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三位電気株式会社は、電気工事および電気通信
工事を行う総合電気工事会社である。これまでに大
規模分譲マンションや商業施設、医療施設、高齢者
施設、工場、官公庁施設など幅広い施設の電気工事
を数多く手がけてきた。東京オリンピック・パラリンピッ
クの選手村や令和2（2020）年に竣工した川口市役
所の新庁舎、昨年さいたま新都心の駅近くに竣工し、
話題を集めたマンション「SHINTO CITY（シントシ
ティ）」の電気工事も同社の実績だ。
「当社が数多く手がけるのは、新築分譲マンション
です。多くは大手ゼネコンさんからの依頼で工事を
行っています」（佐藤仁社長）
同社の事業エリアは埼玉を中心に東京、神奈川、
千葉の1都3県。年間稼働現場件数は126件（2022
年5月現在）にも及び、過去20年にわたり、埼玉県内
でトップクラスの売上を維持している。

創業は昭和46（1971）年。佐藤社長の父・佐藤照
彦氏他10名で、勤めていた電気工事会社から独立し

社員のワークライフバランス向上に向けて、同社は
さまざまな働き方改革に取り組んでいる。例えば、出
退勤をクラウド管理することで作業の効率化を図って
業務負担を軽減したり、リモート会議で移動時間を削
減し、出席率を向上させることにも成功した。さらに、
社内でワークライフバランスに対する意識も高まり、
有給休暇の取得率も向上したという。
「例えばある現場で、『これはどうやればいいです
か？』と連絡があっても、タブレットでデータをやり取り
すれば現場に行くことなく解決でき、残業時間を減ら
せます。当社にとって、最も使いやすい形でDXを利用
しています」
同社は、毎年テーマを決めて仕事に取り組むことを
長きにわたり続けている。今年のテーマは“思い”。お
客さま、安全、社内の仲間、家族、自らの健康など、さ
まざまな対象に思いを寄せながらひたむきに仕事に
向かおうというものだ。
社員一人ひとりが情熱を持って、こうした挑戦を続

けていることも、同社の強みとなっている。

埼玉県川口市で創業して51年。地域社会との共
存共栄で成長を続けてきた同社。誕生150周年を迎
える埼玉県を寄附先とした「埼玉りそなSDGs私募
債」を発行して医療従事者に向けた支援を行うなど、
地域貢献も積極的に行っている。
「今後は現場代理人をしっかりと育て上げ、当社に
きた注文をすべて引き受けることで、さらに売上を伸
ばしていきたいです。そしてゆくゆくは、建て替えやリ
フォーム需要も視野に入れて事業を展開していく考え
です」
“営業・工事・業務”の三位が一体となって目標に向
かって前進する同社は、今後も「技術」と「安全」で未
来を切り開いていく。

会社としての地歩を固めていったのである。

工事作業は、マンション、工場、商業施設、高齢者
施設など、施工内容によってそれを得意とする協力業
者に工事を発注。そして同社の現場代理人が作図、
工程・予算管理をして現場を管理する。
同社が長年にわたり数多く手がけてきたマンション

の工事現場においては、空調やガス、水道工事など、
他の工事会社とはすでに顔なじみの関係となってお
り、スムーズに工事を進められるという。
「マンションは細やかな工事が求められます。商業
施設とは違って、部屋の中にいろんなものが設置され
ますし、何よりお客さまがこの先住まわれる家ですか
ら設備のゆがみなどがないよう気を配りながら施工し
ています」
同社では建物が完成して工事関係者が部屋に立

ち入る際も、壁に傷をつけないよう工事道具を腰から
外して袋に入れるなど細心の注意を払っている。こう
した気遣いは、マンション工事を始めた数十年前から
すべての工事協力会社が徹底して行っており、「新た
に取引する会社の工事関係者には現場代理人が指
導している」と佐藤社長は語る。
現在、首都圏はマンション供給の増加が続いており、

同社には工事の依頼が引きも切らない。しかし、“絶
対的な安全”を第一に据える同社は、自社のキャパシ
ティを超える受注には慎重な姿勢を見せる。
「常に安全な工事をしてミスを出さないことが第一
ですから、当社が請け負えるキャパを超えると仕事を
お断りせざるを得なくなります。たった一つのミスがこ
れまで積み上げてきた100%の信頼を０にしてしまい
ますから、当社ができる範囲の中で仕事をいただいて、
それを責任を持って行っています」
現在、コロナ禍や世界情勢の悪化で資源の高騰や

サプライチェーンの停滞などが起こり、建築業界では
頭の痛い問題が絶えない。同社はそうした状況にお

高い技術力と安全な工事で成長を続ける総合電気工事会社。
さらなる成長に向けて、若手“現場代理人”の育成に力を注ぐ
マンションや商業施設、医療施設、官公庁施設など、大規模建築の電気工事を手がける三位電気。「営業・工事・業務」が
“三位一体”となって目標に進み、設立以来、売上を右肩上がりに伸ばしてきた。今後は、同社の未来を担う現場代理人の
育成に注力し、地域と共存共栄を図りながら、よりいっそうの飛躍を目指す。

三位電気株式会社

いても、早めに策を講じて建設会社に代替品を使うな
どの提案をすることで、大きなトラブルを未然に防ぎ
ながら工事を動かしているという。
長きにわたって積み上げてきた安全な工事に臨む

確固たる姿勢、工事技術の高さと細やかな配慮―
これらが同社の圧倒的なブランド力となっているので
ある。

同社では約60人の現場代理人で、年間126件もの
現場を管理運営する。現場代理人は建物が要求され
た品質を保ち、安全かつ計画通り竣工できるように現
場をマネジメントする最も重要な業務を担っている。さ
らに建設会社や協力会社等と意思疎通を図って連携
を取り、さまざまな調整を行いながら工事を進めてい
く。その采配によって現場の雰囲気や作業員の士気、
工事の品質が左右されるという。
「工事が工事を呼ぶと言いますか、現場代理人の
ところに直接仕事の依頼があったりもします。社内で

は“工事営業”と言っています。大変な反面、シンボル
的な建物の工事を担当すれば誇りになりますから、や
りがいのある仕事だと思います。東京オリンピック・パ
ラリンピックの選手村を担当した社員は、家族から『こ
れお父さんが手がけたんだよね』と言われて嬉しかっ
たと言っていました」
高いスキルを持った現場代理人になるためには、十

分な経験や知識が必要となる。同社では、新卒で入
社した社員を十分な時間をかけて一人前に育て上げ
ている。ベテランの先輩と現場を回って経験を積みな
がら、現場管理の仕方、見積もりの書き方、コミュニ
ケーションの取り方などをOJTで教えている。さらに、
技術のレベルアップを図る特別教育の実施や資格取
得に向けたサポートも行っている。
「当社が工事実績を伸ばして会社が成長できてい
るのは、採用した社員が順に成長して活躍してくれて
いるからです。今年も10名の新入社員が入社しまし
た。彼らがすぐ戦力になるわけではありませんが、焦ら
ず育てて将来につなげていきたいです」

●代 表 者 代表取締役社長 佐藤 仁
●設　　立 昭和46年10月
●資 本 金 5,000万円
●従業員数 100名（2022年4月1日現在）
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代表取締役社長　佐藤 仁氏

て起業した。設立後、高度経済成長期という時代の
追い風を捉え、主に民間施設の電気工事を受注して
事業を順調に成長させていった。
そして三十年ほど前には、マンション開発を中心と

した大手建設会社の仕事を引き受け、施工後、丁寧
な工事が高く評価される。
それが同社の大きな転機となった。
「そのゼネコンさんから『今後も仕事をお願いした
い』という話があり、以降、多くの仕事をお引き受けす
るようになりました。今では当社の主要取引先です」
当時はマンションの建築ブームで、ゼネコン各社が
協力会社を探していた時期でもあった。同社の施工
技術は大手ゼネコンの信頼を勝ち取り、次 と々電気工
事の依頼がくるようになる。その後、難工事や大規模
マンションの工事を数多く手がけていくことで、さまざ
まな工事の知見、技術やノウハウを身につけていった。
やがてその実績が営業ツールの一つにもなって、

「あの建物の工事をしているなら」「あのゼネコンさん
の仕事をしているなら」と、ほかの建設会社から次々
と声がかかるようになった。
こうして同社は、埼玉県内において総合電気工事

新型コロナウイルス感染症が国内で確認されて
からすでに2年半が経過しました。未だに新規感染
者が発生している状況が続いており、私たちはいよ
いよコロナとの共存を前提としたステージに移行し
ているのではないでしょうか。
一方、最近はコロナ関連とあわせてロシア・ウク

ライナ問題が連日のように報道されております。現
地の凄惨な映像を見るにつけ、これまで当たり前で
あった平和の尊さと戦争の悲惨さを痛感します。こ
れを契機に、国防のあり方や人権問題など、様々な
ことを考えさせられた方も多いのではないでしょう
か。今後も、エネルギーやサプライチェーン等、経済
安全保障の問題に関連するロシアへの経済制裁
により、エネルギーや物価など国民生活をはじめ国
内外に様々な影響が出てくることが予想されます。
コロナの感染状況と合わせ、今後の動向には注視
していく必要があります。
こうした先行き不透明な時だからこそ、今後の
埼玉県経済の発展に向けた取組を着実に進める
ことが必要です。私も参画する「強い経済の構築
に向けた埼玉県戦略会議」(埼玉県主催)では、コ
ロナ禍で影響を受けた飲食店・観光事業者への支
援や原油原材料の高騰に苦慮する企業・事業者に
実効性のある支援策など委員の皆さんと議論を重
ねております。
さて、私が埼玉経済同友会代表幹事に就任して

から早くも1年が経過しました。「ウィズコロナ・アフ
ターコロナの時代をどう生きるか」という活動テー
マのもと、山積する課題に対して、企業として、また
個人としてこの時代をどう生きるのかを、各委員会

活動を通して議論し行動してきました。しかしなが
ら私がこの1年で特に痛感したのは、「当たり前の
ことが当たり前でなくなった時代においては、これま
での常識が通用せず、「変革」こそが一番の解で
ある」ということです。こうした想いから、令和4年
度の活動テーマを「混沌とする未曾有の時代、今
こそ変革に取り組もう！」と設定しました。これから
の企業経営のあり方を追求するべく、経済安全保
障、カーボンニュートラル、デジタル変革（DX）、人
権等をテーマに、会員間での議論を深め、変革に
向けた取組を加速していきたいと考えております。
また先般、本会では他経済団体にも声がけし、
埼玉県と「未来を担う子供たちへの支援に関する
協定」を締結しました。子供の居場所や結婚・子育
て、ヤングケアラー、子供の食など、子供を取り巻く
課題は多岐に亘ります。未来の埼玉経済を支える
宝である子供たちが安心して暮らし、心身ともに健
全に成長していく環境を創っていくのは私たち大人
の責務です。今後会員への周知を徹底するととも
に、埼玉県と連携し、様々な取組を行っていく予定
です。
本会は1983年11月に誕生してから来年で創立

40周年を迎えます。混沌とする未曾有の時代に向
けて、これまで培ってきた諸先輩方の財産をしっか
り継承しつつも、会員が自由闊達な議論を通じて互
いに切磋琢磨し、夢と希望を持って前へ進むこと
が肝要です。微力ではありますが、戸所邦弘代表
幹事とともに、地域のオピニオンリーダーとして、埼
玉県経済の発展に貢献するべく、地域社会に根差
して活動をして参ります。

埼玉経済同友会
代表幹事
吉野 寛治氏

混沌とする未曾有の時代、
今こそ変革に取り組もう！

さ ん み

実績が営業ツールの一つとなる
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ラリンピックの選手村を担当した社員は、家族から『こ
れお父さんが手がけたんだよね』と言われて嬉しかっ
たと言っていました」
高いスキルを持った現場代理人になるためには、十

分な経験や知識が必要となる。同社では、新卒で入
社した社員を十分な時間をかけて一人前に育て上げ
ている。ベテランの先輩と現場を回って経験を積みな
がら、現場管理の仕方、見積もりの書き方、コミュニ
ケーションの取り方などをOJTで教えている。さらに、
技術のレベルアップを図る特別教育の実施や資格取
得に向けたサポートも行っている。
「当社が工事実績を伸ばして会社が成長できてい
るのは、採用した社員が順に成長して活躍してくれて
いるからです。今年も10名の新入社員が入社しまし
た。彼らがすぐ戦力になるわけではありませんが、焦ら
ず育てて将来につなげていきたいです」

て起業した。設立後、高度経済成長期という時代の
追い風を捉え、主に民間施設の電気工事を受注して
事業を順調に成長させていった。
そして三十年ほど前には、マンション開発を中心と

した大手建設会社の仕事を引き受け、施工後、丁寧
な工事が高く評価される。
それが同社の大きな転機となった。
「そのゼネコンさんから『今後も仕事をお願いした
い』という話があり、以降、多くの仕事をお引き受けす
るようになりました。今では当社の主要取引先です」
当時はマンションの建築ブームで、ゼネコン各社が
協力会社を探していた時期でもあった。同社の施工
技術は大手ゼネコンの信頼を勝ち取り、次 と々電気工
事の依頼がくるようになる。その後、難工事や大規模
マンションの工事を数多く手がけていくことで、さまざ
まな工事の知見、技術やノウハウを身につけていった。
やがてその実績が営業ツールの一つにもなって、

「あの建物の工事をしているなら」「あのゼネコンさん
の仕事をしているなら」と、ほかの建設会社から次々
と声がかかるようになった。
こうして同社は、埼玉県内において総合電気工事

本社社屋 施工事例／港区芝浦2丁目計画新築工事 現場代理人の業務の様子（左右）

高い技術と安全・安心の電気工事

優秀な現場代理人をしっかりと育てる

働き方改革に向けて

地域に貢献して社会を支える

施工事例／船橋市行田計画新築工事(左)、さいたま市大宮区北袋１丁目計画新築工事(右)
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三位電気株式会社は、電気工事および電気通信
工事を行う総合電気工事会社である。これまでに大
規模分譲マンションや商業施設、医療施設、高齢者
施設、工場、官公庁施設など幅広い施設の電気工事
を数多く手がけてきた。東京オリンピック・パラリンピッ
クの選手村や令和2（2020）年に竣工した川口市役
所の新庁舎、昨年さいたま新都心の駅近くに竣工し、
話題を集めたマンション「SHINTO CITY（シントシ
ティ）」の電気工事も同社の実績だ。
「当社が数多く手がけるのは、新築分譲マンション
です。多くは大手ゼネコンさんからの依頼で工事を
行っています」（佐藤仁社長）
同社の事業エリアは埼玉を中心に東京、神奈川、
千葉の1都3県。年間稼働現場件数は126件（2022
年5月現在）にも及び、過去20年にわたり、埼玉県内
でトップクラスの売上を維持している。

創業は昭和46（1971）年。佐藤社長の父・佐藤照
彦氏他10名で、勤めていた電気工事会社から独立し

社員のワークライフバランス向上に向けて、同社は
さまざまな働き方改革に取り組んでいる。例えば、出
退勤をクラウド管理することで作業の効率化を図って
業務負担を軽減したり、リモート会議で移動時間を削
減し、出席率を向上させることにも成功した。さらに、
社内でワークライフバランスに対する意識も高まり、
有給休暇の取得率も向上したという。
「例えばある現場で、『これはどうやればいいです
か？』と連絡があっても、タブレットでデータをやり取り
すれば現場に行くことなく解決でき、残業時間を減ら
せます。当社にとって、最も使いやすい形でDXを利用
しています」
同社は、毎年テーマを決めて仕事に取り組むことを
長きにわたり続けている。今年のテーマは“思い”。お
客さま、安全、社内の仲間、家族、自らの健康など、さ
まざまな対象に思いを寄せながらひたむきに仕事に
向かおうというものだ。
社員一人ひとりが情熱を持って、こうした挑戦を続

けていることも、同社の強みとなっている。

埼玉県川口市で創業して51年。地域社会との共
存共栄で成長を続けてきた同社。誕生150周年を迎
える埼玉県を寄附先とした「埼玉りそなSDGs私募
債」を発行して医療従事者に向けた支援を行うなど、
地域貢献も積極的に行っている。
「今後は現場代理人をしっかりと育て上げ、当社に
きた注文をすべて引き受けることで、さらに売上を伸
ばしていきたいです。そしてゆくゆくは、建て替えやリ
フォーム需要も視野に入れて事業を展開していく考え
です」
“営業・工事・業務”の三位が一体となって目標に向
かって前進する同社は、今後も「技術」と「安全」で未
来を切り開いていく。

会社としての地歩を固めていったのである。

工事作業は、マンション、工場、商業施設、高齢者
施設など、施工内容によってそれを得意とする協力業
者に工事を発注。そして同社の現場代理人が作図、
工程・予算管理をして現場を管理する。
同社が長年にわたり数多く手がけてきたマンション

の工事現場においては、空調やガス、水道工事など、
他の工事会社とはすでに顔なじみの関係となってお
り、スムーズに工事を進められるという。
「マンションは細やかな工事が求められます。商業
施設とは違って、部屋の中にいろんなものが設置され
ますし、何よりお客さまがこの先住まわれる家ですか
ら設備のゆがみなどがないよう気を配りながら施工し
ています」
同社では建物が完成して工事関係者が部屋に立

ち入る際も、壁に傷をつけないよう工事道具を腰から
外して袋に入れるなど細心の注意を払っている。こう
した気遣いは、マンション工事を始めた数十年前から
すべての工事協力会社が徹底して行っており、「新た
に取引する会社の工事関係者には現場代理人が指
導している」と佐藤社長は語る。
現在、首都圏はマンション供給の増加が続いており、

同社には工事の依頼が引きも切らない。しかし、“絶
対的な安全”を第一に据える同社は、自社のキャパシ
ティを超える受注には慎重な姿勢を見せる。
「常に安全な工事をしてミスを出さないことが第一
ですから、当社が請け負えるキャパを超えると仕事を
お断りせざるを得なくなります。たった一つのミスがこ
れまで積み上げてきた100%の信頼を０にしてしまい
ますから、当社ができる範囲の中で仕事をいただいて、
それを責任を持って行っています」
現在、コロナ禍や世界情勢の悪化で資源の高騰や

サプライチェーンの停滞などが起こり、建築業界では
頭の痛い問題が絶えない。同社はそうした状況にお

三位電気株式会社ZOOM UP

いても、早めに策を講じて建設会社に代替品を使うな
どの提案をすることで、大きなトラブルを未然に防ぎ
ながら工事を動かしているという。
長きにわたって積み上げてきた安全な工事に臨む
確固たる姿勢、工事技術の高さと細やかな配慮―
これらが同社の圧倒的なブランド力となっているので
ある。

同社では約60人の現場代理人で、年間126件もの
現場を管理運営する。現場代理人は建物が要求され
た品質を保ち、安全かつ計画通り竣工できるように現
場をマネジメントする最も重要な業務を担っている。さ
らに建設会社や協力会社等と意思疎通を図って連携
を取り、さまざまな調整を行いながら工事を進めてい
く。その采配によって現場の雰囲気や作業員の士気、
工事の品質が左右されるという。
「工事が工事を呼ぶと言いますか、現場代理人の
ところに直接仕事の依頼があったりもします。社内で

は“工事営業”と言っています。大変な反面、シンボル
的な建物の工事を担当すれば誇りになりますから、や
りがいのある仕事だと思います。東京オリンピック・パ
ラリンピックの選手村を担当した社員は、家族から『こ
れお父さんが手がけたんだよね』と言われて嬉しかっ
たと言っていました」
高いスキルを持った現場代理人になるためには、十

分な経験や知識が必要となる。同社では、新卒で入
社した社員を十分な時間をかけて一人前に育て上げ
ている。ベテランの先輩と現場を回って経験を積みな
がら、現場管理の仕方、見積もりの書き方、コミュニ
ケーションの取り方などをOJTで教えている。さらに、
技術のレベルアップを図る特別教育の実施や資格取
得に向けたサポートも行っている。
「当社が工事実績を伸ばして会社が成長できてい
るのは、採用した社員が順に成長して活躍してくれて
いるからです。今年も10名の新入社員が入社しまし
た。彼らがすぐ戦力になるわけではありませんが、焦ら
ず育てて将来につなげていきたいです」

て起業した。設立後、高度経済成長期という時代の
追い風を捉え、主に民間施設の電気工事を受注して
事業を順調に成長させていった。
そして三十年ほど前には、マンション開発を中心と

した大手建設会社の仕事を引き受け、施工後、丁寧
な工事が高く評価される。
それが同社の大きな転機となった。
「そのゼネコンさんから『今後も仕事をお願いした
い』という話があり、以降、多くの仕事をお引き受けす
るようになりました。今では当社の主要取引先です」
当時はマンションの建築ブームで、ゼネコン各社が
協力会社を探していた時期でもあった。同社の施工
技術は大手ゼネコンの信頼を勝ち取り、次 と々電気工
事の依頼がくるようになる。その後、難工事や大規模
マンションの工事を数多く手がけていくことで、さまざ
まな工事の知見、技術やノウハウを身につけていった。
やがてその実績が営業ツールの一つにもなって、

「あの建物の工事をしているなら」「あのゼネコンさん
の仕事をしているなら」と、ほかの建設会社から次々
と声がかかるようになった。
こうして同社は、埼玉県内において総合電気工事
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